別記様式第１号（第５条関係）
　令和　　年　　月　　日

　広　島　県　知　事　様
所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金　交付申請書

　次のとおり補助事業を実施したいので、特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金交付要綱第５条第１項の規定により、補助金の交付を申請します。
１　補助金交付申請額　　金　　　　　　　　　　　円
２　添付書類

（１）
企業概要書（別紙１）

（２）
事業計画書（別紙２）
（３）　収支予算書（別紙３）

別記様式第１号別紙２（第５条関係）
事業計画書

１．令和５年度中に特定技能２号の認定を目指す外国人材について
	①人数：　　　人
	②分野：

	③特定技能１号の経験年数：



	④監督者経験（経験がある場合のみ記入して下さい。）：



※複数人いる場合は、②③④はそれぞれ記載して下さい。
２．事業内容
（１）特定技能1号及び特定技能２号取得に必要な技能試験等に係る取組
	①内容


	②実施時期・実施回数

	③実施場所

	④取組の対象となる外国人材について

　特定技能１号：　　人
　技能実習生：　　人

	⑤期待される効果

	⑥必要経費（税込み）


（２）特定技能１号から特定技能２号へのステップアップへの支援
	①内容


	②実施時期・実施回数

	③実施場所

	④支援の対象となる外国人材について

　特定技能１号：　　人

	⑤期待される効果


	⑥必要経費（税込み）


（３）特定技能１号又は技能実習生の日本語能力の向上につながる取組
	①内容


	②実施時期・実施回数

	③実施場所

	④取組の対象となる外国人材について

　特定技能１号：　　人
　技能実習生：　　人

	⑤期待される効果

	⑥必要経費（税込み）


（４）特定技能１号又は技能実習生が地域との交流を図る取組
	①内容


	②実施時期・実施回数

	③実施場所

	④取組の対象となる外国人材について

　特定技能１号：　　人
　技能実習生：　　人

	⑤期待される効果

	⑥必要経費（税込み）


（５）特定技能１号又は技能実習生の日本文化や県内の歴史・自然等の体験
	①内容


	②実施時期・実施回数

	③実施場所

	④体験の対象となる外国人材について

　特定技能１号：　　人
　技能実習生：　　人

	⑤期待される効果

	⑥必要経費（税込み）


（６）特定技能外国人を受け入れるための住居等の環境整備
	①内容


	②実施時期・実施回数

	③実施場所

	④期待される効果

	⑤必要経費（税込み）


（７）特定技能外国人を受け入れるための手続き等
	①内容


	②実施時期・実施回数：

	③期待される効果

	④必要経費（税込み）


（８）特定技能外国人を受け入れるための組織体制の整備
	①内容


	②実施時期・実施回数：

	③期待される効果

	④必要経費（税込み）


（９）特定技能外国人を受入れるための送り出し機関・国等への調査
	①内容


	②実施時期・実施回数

	③実施場所

	④期待される効果

	⑤必要経費（税込み）


（10）その他の取組
	①内容


	②実施時期・実施回数

	③実施場所

	④取組の対象となる外国人材について

　特定技能１号：　　人

　技能実習生：　　人

	⑤期待される効果

	⑥必要経費（税込み）


３．事業期間

事業開始日　　　令和　　年　　月　　日

事業完了日　　　令和　　年　　月　　日
別記様式第２号の１（第６条関係）
雇政第　　　号

令和　　年　 月　 日 

（申請者の住所、名称、氏名等） 様 

広　島　県　知　事 

特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金　交付決定通知書

令和　年　月　日付けで申請のありました特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金については、特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金交付要綱第６条の規定により、次のとおり、交付を決定しましたので、通知します。

補助金交付決定額　　金　　　　　　　　　　　円
別記様式第２号の２（第６条関係）
雇政第　　　号
 令和　　年　 月　 日 

（申請者の住所、名称、氏名等） 様 

広　島　県　知　事 

特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金　不交付決定通知書

令和　年　月　日付けで申請のありました特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金については、特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金交付要綱第６条の規定により、交付しないことに決定しましたので、通知します。
別記様式第３号（第７条関係）
　令和　　年　　月　　日

　広　島　県　知　事　様

所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金　事業変更承認申請書

　令和　　年　　月　　日付け雇政第　　　　号で交付決定を受けたこの事業の内容を変更したいので、特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金交付要綱第７条第１号の規定により、申請します。

１　変更内容

　　

２　変更理由

　　

３　添付書類

（１）
事業変更計画書（別紙１）

（２）
変更収支予算書（別紙２）
別記様式第３号別紙１（第７条関係）
事業変更計画書

１．事業内容の変更
（１）変更する取組等（該当の取組に○をつけてください。）
①特定技能1号及び特定技能２号取得に必要な技能試験等に係る取組

②特定技能１号から特定技能２号へのステップアップへの支援

③特定技能１号又は技能実習生の日本語能力の向上につながる取組

④特定技能１号又は技能実習生が地域との交流を図る取組

⑤特定技能１号又は技能実習生が日本文化や県内の歴史・自然等の体験に係る取組

⑥特定技能外国人を受け入れるための住居等の環境整備

⑦特定技能外国人を受け入れるための手続き等に係る取組

⑧特定技能外国人を受け入れるための組織体制の整備

⑨特定技能外国人を受入れるための送り出し機関・国等への調査

⑩その他

（２）変更の内容
	変更後
	変更前

	
	


２．事業期間の変更
	変更後
	変更前

	事業開始日　　令和　　年　　月　　日
事業完了日　　令和　　年　　月　　日
	事業開始日　　令和　　年　　月　　日
事業完了日　　令和　　年　　月　　日


別記様式第４号（第７条関係）
　令和　　年　　月　　日

　広　島　県　知　事　様

所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金　事業中止（廃止）承認申請書
　令和　　年　　月　　日付け雇政第　　　　号で交付決定を受けたこの事業を中止（廃止）したいので、特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金交付要綱第７条第２号の規定により、申請します。

１　中止（廃止）の理由

２　中止（廃止）年月日

３　補助事業中止の期間

　　

別記様式第５号（第９条関係）
令和　　年　　月　　日

広　島　県　知　事　様

所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金　事業実績報告書
　令和　　年　　月　　日付け雇政第　　　　号で交付決定を受けたこの事業について、別紙事業実績書のとおり実施したので、特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金交付要綱第９条第１項の規定により、実績を報告します。

添付書類

（１）事業実績書（別紙１）

（２）収支精算書（別紙２）

別記様式第５号別紙１（第９条関係）
事業実績書

１．特定技能２号認定者
	人数：　　　人
	

	分野：




２．事業内容
（１）特定技能1号及び特定技能２号取得に必要な技能試験等に係る取組
	①内容


	②実施時期・実施回数

	③実施場所

	④取組の対象となった外国人材について
　特定技能１号：　　人

　技能実習生：　　人

	⑤活動の成果

	⑥経費（税込み）


（２）特定技能１号から特定技能２号へのステップアップへの支援

	①内容


	②実施時期・実施回数

	③実施場所

	④支援の対象となった外国人材について

　特定技能１号：　　人

	⑤活動の成果

	⑥経費（税込み）


（３）特定技能１号又は技能実習生の日本語能力の向上につながる取組
	①内容


	②実施時期・実施回数

	③実施場所

	④取組の対象となった外国人材について

　特定技能１号：　　人
　技能実習生：　　人

	⑤活動の成果

	⑥経費（税込み）


（４）特定技能１号又は技能実習生が地域との交流を図る取組
	①内容


	②実施時期・実施回数

	③実施場所

	④取組の対象となった外国人材について

　特定技能１号：　　人
　技能実習生：　　人

	⑤活動の成果

	⑥経費（税込み）


（５）特定技能１号又は技能実習生の日本文化や県内の歴史・自然等の体験
	①内容


	②実施時期・実施回数

	③実施場所

	④体験の対象となった外国人材について

　特定技能１号：　　人
　技能実習生：　　人

	⑤活動の成果

	⑥経費（税込み）


（６）特定技能外国人を受け入れるための住居等の環境整備
	①内容


	②実施時期・実施回数

	③実施場所

	④活動の成果

	⑤経費（税込み）


（７）特定技能外国人を受け入れるための手続き等
	①内容


	②実施時期・実施回数：

	③活動の成果

	④経費（税込み）


（８）特定技能外国人を受け入れるための組織体制の整備
	①内容


	②実施時期・実施回数：

	③活動の成果

	④経費（税込み）


（９）特定技能外国人を受入れるための送り出し機関・国等への調査
	①内容


	②実施時期・実施回数

	③実施場所

	④活動の成果

	⑤経費（税込み）


（10）その他の取組
	①内容


	②実施時期・実施回数

	③実施場所

	④取組の対象となった外国人材について
特定技能１号：　　人

　技能実習生：　　人

	⑤活動の成果

	⑥経費（税込み）


３．事業期間

事業開始日　　　令和　　年　　月　　日

事業完了日　　　令和　　年　　月　　日

別記様式第６号（第11条関係）
令和　　年　　月　　日

広　島　県　知　事　様

所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金　精算払請求書
令和 　年 　月 　日付け雇政第 　　　号で補助金の額の確定通知を受けたので、特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金交付要綱第11条の規定により、下記のとおり精算払を請求します。
１ 請求金額 　金 　　　　　　　　　円
２　振込先

金融機関名：

支店名：

預金の種別：

口座番号：

預金の名義： 　　　　　　　　　　　　　　　　　（カナ： 　　　　　　）
別記様式第７号（第15条関係）
取得財産等管理台帳
	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得年月日
	耐用年数
	保管場所
	補助額
	備考

	
	
	
	
	円
	円
	
	
	
	
	


（注）
１　対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金交付要綱第16条第１項に定める処分制限額以上の財産とする。
２　財産の区分は、（ア）地域との交流を図る取組に要した備品、（イ）日本文化や県内の歴史・自然等の体験に要した備品、（ウ）住居等の環境整備に要した備品・設備、（エ）その他の物件とする。
３　数量は、同一規格であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。

４　取得年月日は、検収年月日を記載すること。
別記様式第８号（第16条関係）
令和　　年　　月　　日

広　島　県　知　事　様

所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金　財産処分承認申請書
特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金に係る取得財産等を処分したいので、特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金交付要綱第16条第３項の規定に基づき、下記のとおり申請します。
記

１ 取得財産名及び取得年月日
２ 取得価格及び時価
３ 処分の理由
４ 処分の方法及び時期
５ 処分により得る収入の見込み額
